
【交付申請書類 記入例】

- 1 -

第１号様式（第７条関係）

令和７年 12 月１日

指宿市長 様

申請者 所在地 指宿市十町２４２４番地

名 称 株式会社 指宿温泉ホテル

氏 名 代表取締役 指宿 太郎 印

(法人等にあっては名称及び代表者の氏名)

連絡先 ０９９３（２２）２１１１

指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金交付申請書

指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金の交付を受けたいので，指宿

市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき，下

記のとおり申請します。

記

１ 交付申請額 金 １９８，０００ 円

２ 添付書類

(1) 指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金事業計画書

(2) デザイン図，設置場所，サイズ，数量等の事業内容が分かるもの

(3) 見積書（２者以上）

(4) 補助金の交付申請日から過去３か月以内に発行された納税証明書（非課税の

場合は，非課税証明書）

又は，指宿市税等の納付に関する調査承諾書

(5) 営業許可証の写し（補助事業者が宿泊施設，飲食施設又は公衆浴場の場合）

(6) 一般型輸出物品販売場許可証の写し（補助事業者が所轄税務署から許可を受

けている場合）

(7) 暴力団排除に関する誓約・同意書

(8) 消費税及び地方消費税の納税義務が免除となる事業所は，免除であることが

分かる資料

(9) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認めるもの

代表
取締役
之印

第３号様式及び第４号様式の
記載内容と一致すること

第２号様式の表中の補助金合計額と一致
すること

※代表者の印であること
※会社印のみの場合は，代表者の私印も
余白に押印すること
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第２号様式（第７条関係）

指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金事業計画書

施設名：指宿温泉ホテル

補助対象事業の

内容

補助対象事業の

開始及び完了予定日

補助対象経費

（円）

補助金額

（円）

施設内の公衆無線
ＬＡＮ（Wi-Fi）整備

開始予定日：交付決定日以降

完了予定日：令和８年３月３日
２０８，０００

施設内の案内表示の

多言語化

開始予定日：交付決定日以降

完了予定日：令和８年３月３日
１８８，８００

合 計 ３９６，８００ １９８，０００

施設名または屋号を記入 ２者以上の見積書を比較
し，少額の方を税抜価格
で記入すること

開始予定日は，必ず「交付決定日以降」とし，
完了予定日は，当該年度における実施期間の
期末を考慮したものであること

交付要綱第５条の表中に
おける「経費の区分」欄
の名称に則したものを記
入すること

補助対象経費の合計額を記入すること

※補助対象経費の合計額に５０％を乗じて算出した
額（千円未満の端数は切捨て）を記入すること

※２０万円を上限額とする。
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第３号様式（第７条関係）

指宿市税等の納付に関する調査承諾書

指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金を交付申請するに当たり，私

（当社）の指宿市税等の納付状況を調査することを承諾いたします。

令和７年 12 月１日

申請者住所又は事業所所在地

指宿市十町２４２４番地

株式会社 指宿温泉ホテル

氏 名 代表取締役 指宿 太郎 印

(法人等にあっては名称及び代表者の氏名)

指宿市税等の納付に関する調査確認書

上記の者（申請者が法人である場合は，当該法人）の，納期到来分までの指宿市

税等の納付状況は次のとおりです。

□ 滞納なし □ 滞納あり □ その他（ ）

年 月 日

確認者 ㊞

指宿市外国人観光客受入体制整備費助成事業補助金の交付申請に係る

市税等の納付状況調査確認願

税務課長 殿

上記の者（申請者が法人である場合は，当該法人）の市税等の納税状況について，

調査のうえ確認願います。

観光課長

代表
取締役
之印

第１号様式及び第４号様式の
記載内容と一致すること
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第４号様式（第７条関係）

令和７年 12 月１日

指宿市長 様

住所又は所在地 指宿市十町２４２４番地

株式会社 指宿温泉ホテル

氏名 代表取締役 指宿 太郎 印

(法人等にあっては名称及び代表者の氏名)

暴力団排除に関する誓約・同意書

私（法人である場合は当法人，団体である場合は当団体）は，下記のいずれにも該

当しないことを誓約します。

また，下記の該当の有無を確認するために，指宿市から役員名簿等の提出を求めら

れたときは速やかに提出し，当該役員名簿等及び申請書等に記載された情報が鹿児島

県警察に提供されることについて同意します。

記

(1) 指宿市暴力団排除条例（平成24年指宿市条例第21号）第２条第１号の暴力団及び

同条第２号の暴力団員

(2) 役員等が暴力団員であるなど，暴力団又は暴力団員が，その経営を実質的に支配

している民間企業等

(3) 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る日的又は第三者に損害

を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用している民間企業等

(4) 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，金銭，物品その他の財産上の利益を不

当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し，

又は関与している民間企業等

(5) 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している民間

企業等

(6) 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするために

これらを利用している民間企業等

(7) 前各号のいずれかに該当する民間企業等であることを知りながら当該民間企業

等と取引をしている民間企業等

以上

代表
取締役
之印

第１号様式及び第３号様式の
記載内容と一致すること


